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第１章 総  則 

（趣  旨） 

第 １ 条 この細則は、行政書士ＡＤＲセンター神奈川規則（以下「規則」という。）第３０条の規定

に基づき、規則の実施に関し必要な事項を定める。 

 

第２章 センター長等及び運営委員 

（業務の分担） 

第 ２ 条 行政書士ＡＤＲセンター神奈川（以下「ＡＤＲセンター」という。）の業務の分担に関する

具体的事項については、次の各号に掲げるものとする。 

 一 規則第６条第２項に規定する「統括」とは、センター長の独自の統括機能に属する業務をいい、

その内容は、次の各号に掲げるものとする。 

  イ 神奈川県行政書士会（以下「本会」という。）の部長会・理事会の議案作成並びに会議出席 

  ロ 事業計画・予算の原案作成 

  ハ 日本行政書士会連合会・神奈川行政書士政治連盟との意見調整 

  ニ ＡＤＲセンター運営委員（以下「運営委員」という。）の権限の調整 

  ホ 本会の会員からの重要な質問の回答 

  ヘ 各部門への委員の派遣の調整 

  ト その他の重要な事項又は対外的事項 

  チ グループウェア（文書管理システム）への登録、データの管理 

 二 規則第６条第３項に規定する「補佐」とは、上記以外の統括・経理機能に属する業務をいい、そ

の内容は、次の各号に掲げるものとする。 

  イ 通常の会議の開催の準備、会議内容の取りまとめ、会議室等の手配 

  ロ 予算執行の手配、執行状況の管理 



 

  ハ その他の恒常的又は内部的事項 

２ 運営委員の業務については、次の各号に掲げるものとする。ただし、それぞれの業務を兼任するこ

とを妨げない。 

 一 広報宣伝に関する業務 

 二 研修教育に関する業務 

 三 総務・事務局に関する業務 

 四 面談受付に関する業務 

 五 苦情受付に関する業務 

（広報宣伝に関する業務） 

第 ３ 条 広報宣伝に関する業務は、次の各号に掲げるものとする。 

一 ＡＤＲセンターの活動内容を広報し、広く一般市民に周知するための活動の企画、提案及び運

営を行うこと。 

 二 広報宣伝に関する事項について、ＡＤＲセンター運営委員会（以下「運営委員会」という。）の

議案をセンター長に上程すること。 

（研修教育に関する業務） 

第 ４ 条 研修教育に関する業務は、次の各号に掲げるものとする。 

一 第９条に規定する研修内容に従い、具体的な研修を企画・立案し、実施すること。 

 二 前号の研修の結果の管理を行うこと。 

 三 別表（第９条関係）の改廃についての原案を、運営委員会に上程すること。 

 四 調停人候補者名簿の原案作成及び改製原案の作成をし、運営委員会に上程すること。 

（総務・事務局に関する業務） 

第 ５ 条 総務・事務（事務局）に関する業務は、次の各号に掲げるものとする。 

一 受付事務 

 二 ＡＤＲセンターの各委員、調停人に対する連絡 

 三 調停申込者及び相手方に対する連絡 

 四 調停開始後の当事者及び調停人等への連絡 

 五 調停手続費用の入金及び行政書士ＡＤＲセンター神奈川費用報酬規程第３章に規定する日当そ

の他の費用の支払い手続 

 六 文書等及び受託資料の保管 

（面談受付に関する業務） 

第 ６ 条 面談受付に関する業務は、次の各号に掲げるものとする。 

 一 運営委員会に面談人及び紛争解決小委員会の委員を推薦すること。 

 二 予定されていた面談人に不都合があった場合には緊急時の対応をすること。 

 三 前各号以外で、面談を実施する上での必要な措置を講ずること。 

（苦情受付に関する業務） 

第 ７ 条 苦情受付に関する業務は、次の各号に掲げるものとする。 

 一 行政書士ＡＤＲセンター神奈川苦情対応規程（以下「苦情対応規程」という。）第９条第７項の

苦情対応窓口を運営すること。 



 

 二 苦情対応規程第６条に規定する苦情対応管理責任者に、苦情対応規程第８条に規定する苦情対

応小委員会の招集を要請すること。 

 三 苦情内容（個人情報を除く。）を整理し、統計等を取り、苦情対応規程第１２条に規定する教育

訓練の情報として提供すること。 

 

第３章 調停人候補者 

（調停人候補者の推薦の基準） 

第 ８ 条 規則第１６条第２項の規定に基づき、運営委員会が推薦する基準は、次の各号全てに該当

するものと運営委員会において認めた場合とする。 

一 規則別紙（第１６条第２項関係）に掲げられた基準を満たしていること 

 二 ＡＤＲセンターが実施する調停人養成研修を修了し、その科目ごとに実施される効果測定にお

いて、８割以上の正解の水準にあると認められるもの 

 三 優れた識見と豊かな人生経験を有すると認められるもの 

（研修の内容及び実施方法） 

第 ９ 条 規則第１６条第２項に規定する調停人養成研修の内容及び実施方法は、別表のとおりとす

る。 

（調停人候補者の候補者の再任の条件） 

第１０条 規則第１６条第３項ただし書に規定する調停人候補者の再任については、前２条の規定に

準じて行うものとする。 

 

 

附  則 

この施行細則は、平成２２年１２月２７日から施行する。 

附  則 

この施行細則は、平成２９年２月７日（裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律第１２条第

１項の認証を受けた日）から施行する。 

附  則 

この施行細則は、令和３年４月１日から施行する。 

（令和３年２月４日 運営委員会決議） 

 （令和３年３月２９日 運営委員会決議） 

 



 

別 表（第９条関係） 

 

研修の内容及び実施方法               注（＊１）  

 

１ 法的能力に関する研修   計５０Ｈ       注（＊２、＊３） 

科目             時間数 

ＡＤＲ            １０Ｈ 

民法             ２０Ｈ 

その他法律科目        ２０Ｈ 

 

２ 紛争解決能力に関する研修 計３０Ｈ 

科目             時間数 

調停技法           ３０Ｈ 

 

３ 規則第５条各号の専門分野に関する研修 紛争分野ごとに１０Ｈ    

科目             時間数 

外国人関係          １０Ｈ 

自転車事故          １０Ｈ 

愛護動物           １０Ｈ 

敷金・原状回復        １０Ｈ 

 

＊１ 研修時間の算定にあたっては、調停人候補者名簿に登載する日から起算して５年以内に受講 

した研修の時間を通算して算定する。 

＊２ １については、効果測定は全科目一括して実施することができる。 

＊３ １については、科目及び時間数はおおよその目安とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


